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【論文要旨】
本論は，組合等連携組織を活用した中小製造業の経営課題解決策を探るものである。
まず，公的な統計調査結果を用いて，中小製造業の現状と課題を明らかにした。その結果，従業
者規模の小さい製造業ほど事業所数が減少し，生産性が低いという実態があり，中小製造業，特に
小規模製造業者の生産性向上には新事業展開が必要であることを示した。しかし，大企業よりも経
営資源が不足する中小製造業が単独で新事業展開を行うことは容易ではない。従って，不足する経
営資源を補うために，中小製造業による組合等連携組織を通じた共同事業が必要となる。
次に，中小製造業による組合等連携組織の活動状況をみるために，組合等への加入状況，共同事
業の活用実態と今後，求められる共同事業を明らかにした。また，連携活動によって新事業展開を
成功させるために必要な理論に関する先行研究について考察した。
最後に，既存の組合等連携組織が有する課題を示す一方，中小製造業による組合等を通じた新事
業展開の成功事例から，その成功理由を考察した。そして，中小製造業が連携活動によって生産性
向上に資する新事業展開を実現していくために必要となる戦略と支援政策の提案を行った。
【キーワード】 中小製造業，生産性向上，経営課題解決，組合等連携組織，新事業展開
はじめに
製造業は一国の経済を支える重要な基幹産業であるが，日本国内の製造業，とりわけ中小製造業
の事業所数の減少が著しい。まず本論では，中小製造業の現状と課題を検討したい。具体的には，
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公的な統計調査結果を用い，従業者規模別の分析，例えば製造業全体と従業員数300人未満の中小
製造業及び大規模製造業とで比較研究を行いたい。なお，比較研究では，事業所数，付加価値額及
び現金給与総額を用いる。また，付加価値額及び現金給与総額の従業者 1 人当たりの金額を用い
て，労働生産性を明らかにしたい。中小製造業，特に従業員数 9 人以下の事業所では，従業者規
模が小さくなるほど従業者 1 人当たり付加価値額及び現金給与総額が少なく，従って従業者規模
が小さくなるほど労働生産性が低い。
よって，中小製造業の生産性向上に資する政策と戦略が必要となる。この生産性向上のために
は，コストダウンと付加価値向上の両面が求められるが，本論では新たな事業の創造と展開による
生産性向上という側面に着目したい。具体的には，中小製造業の新事業展開の状況を考察するにあ
たり，新事業展開とは企画，設計，原材料の調達，製造，外注から物流，販売及びアフターサービ
スに至る一連のビジネス・モデルの構築，あるいはそのビジネス・モデル上のいかなるポジション
に自社を位置づけ，自社が貢献できる事業価値を構築することとする。
しかし，大企業と比べて経営資源が不足する中小製造業がこの定義に示した新事業展開を行うこ
とは容易ではない。中小製造業が不足する経営資源を補うために必要な外部資源を活用するための
取組，例えば技術やノウハウを保有する同業種や異業種の企業との提携（連携）・組織化（組合事
業の活用），何らかの連携活動が必要となる。中小企業庁編『中小企業白書 2017年版』によれば，
実際，中小製造業が新事業を展開していく過程で必要とされる外部資源を活用するために，何らか
の連携活動を行うことで新事業展開の成果が生じやすくなることが明らかにされている(1)。
そこで，中小企業政策の中で歴史的に展開されてきた組合等連携組織を活用した連携活動につい
て，まず中小製造業による組合等連携組織への加入状況，連携活動を通じた共同事業の実態及び今
後，求められる共同事業について考察したい。次に，組合等連携組織による連携活動によって新事
業展開を成功させるために必要な理論，政策及び手法に関する先行研究を考察する。その結果，日
本の現状にあった中小製造業による既存の組合等連携組織を通じた連携活動の支援政策の必要性は
もちろんのこと，オープン・イノベーション・モデルのような新たな連携活動を促す支援政策の必
要性を示したい。最後に，既存の組合等連携組織が抱える課題を示す一方で，中小製造業が組合等
連携組織を活用した連携活動によって新事業展開に成功した事例から，その成功理由についての考
察を行う。今後，中小製造業が連携活動によって新事業展開を実現していくために必要となる戦略
と中小企業支援政策についての提案を行いたい。
第章 中小製造業の現状と課題解決に向けた新事業展開の状況
製造業は日本の GDP の 2 割弱を占める産業である。近年，生産拠点の海外展開や一部業種にお
ける競争構造の大きな変革などに伴って，GDP に占める割合が低下している。また，今後も海外
市場の拡大が見込まれる一方，人口減少にある日本市場は縮小していくことが予想される。しか
し，イノベーションを通じて新たな製品や技術を生み出し，関連産業への高い経済的波及効果を持
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図表 事業所数の推移
つ製造業は，GDP の数字以上に一国の経済に対して大きな役割を果たしている。また，製造業
は，事業所の集積がなされているという特徴がある(2)。
本章ではまず減少する中小製造業の実態を明らかする。次に，縮小する中小製造業が現状を打開
するために必要とされる新事業展開の状況について，みていくこととする。
第節 減少する中小製造業
日本国内の製造業の事業所数は減少傾向にある。そこで，『事業所統計調査（1981～91年）』『事
業所・企業統計調査（1996～2006年）』『経済センサス 基礎調査（2009年及び16年）』の各調査
結果をもとに製造業事業所数についてみてみると，第 1 に製造業の事業所総数は（図表 11 参照），
1986年に874,471件でピークに達し，その後は減少し，2014年には487,061件と19862014年の間
に44.3も減少した。第 2 に，従業者数300人未満の中小製造業は，1986年には870,368件とピー
クに達した後，減少が続き，2014年には482,887件と44.5も減少し，製造業の事業所数総以上に
減少した。
第 3 に，従業者規模別の製造業の事業所数は，1～4 人は製造業の事業所総数及び中小製造業全
体よりも早く1981年に449,097件とピークを迎え，以来，減少し続け，2014年には235,442件へと
47.6も減少した。また，5～9 人も1981年に197,916件とピークを迎え，その後，減少し続け，
2014年には98,837件へと50.1も減少し，同規模の中小製造業は半減した。
一方，10～29人は1981年以降，91年まで増加傾向にあったが，同年の166,167件でピークに達し
た後，減少し続け，2014年には96,116件と42.2の減少であった。30～49人も1981年以降，増加
傾向にあったが，91年に35,832件とピークを迎え，以降，減少し続け，2014年には23,817件と
33.5減少した。50～99人も1981年以降，増加傾向にあったが，91年の25,104件でピークを迎
え，以降，減少し続け，2014年には17,903件と28.7減少した。100～299人も1981年以降，増加
傾向にあったが，91年の14,457件でピークを迎え，以降，減少し続け，2014年には10,772件と
25.5減少した。
従業員規模で 9 人以下の製造業の事業所数は，ピーク時から2014年までの減少幅が製造業の事
業所数総数及び中小製造業全体よりも大きく，しかもその数のピークに達した時期も早かった。し
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図表 従業者規模別従業者人当たり付加価値額
(単位100万円)
かし，10人以上の製造業の事業所数は，ピーク時から2014年までの減少幅が製造業の事業所数総
数及び中小製造業全体よりも小さく，しかもその数のピークに達した時期は遅かったのである。ま
た，規模が大きくなるに従って，減少幅が縮小する傾向にある。
なお，従業者規模が300人以上の大企業の製造業は，1981年以降，増加傾向にあったが，1991年
に4,611件とピークを迎え，以降，減少傾向に陥ったが，2006年をボトムに09年には微増したが，
再び減少傾向に陥り，14年には3,371件とピーク時の1991年に比べて26.9減少した。この減少幅
は，従業員規模100～299人よりも大きい。
以上のように製造業の事業所数の推移をみていくと，総じて事業所数は減少している。特に，従
業者規模別では従業者数が 1～9 人規模の中小製造業の場合，そのピーク時から2014年までの減少
割合は，製造業の事業所総数及び中小製造業全体よりも大きかった。また，10～29人の中小製造
業の場合，そのピーク時から2014年までの減少割合は，製造業の事業所総数及び中小製造業全体
よりも小さかったが，42.2も減少した。逆に，従業者規模30人以上の中小製造業は，製造業の事
業所総数及び中小製造業全体よりも，約10～20も減少割合が小さい。また，従業者規模別にみ
た場合の全体の傾向として，企業規模が小さいほど事業数の減少割合が大きく，企業規模が大きい
ほど事業所数の減少割合が小さかったのである。つまり，従業員数が20人未満の小規模事業所の
減少が著しい状況にあることから，小規模企業者が抱える経営課題の解決なしには，今後も製造業
の事業所数は大幅に減少し続けることが想定されるのである。
中小製造業の事業所数が減少し続けている原因として様々な要因が指摘されている。中でも，中
小製造業の生産性の低さが問題視されている。そこで，まず従業者規模別にみると，1～9 人規模
の事業所数が最も多かった1981年，300人未満（1～299人）が最も多かった1986年，10～299人及
び300人以上が最も多かった1991年と直近である2014年までの従業者規模別従業者 1 人当たりの付
加価値額（労働生産性）の推移についてみていくと（図表 12 参照），1981～91年の10年間は，い
ずれの従業者規模においても，従業者 1 人当たりの付加価値額の増加傾向がみられた。
次に，各従業者規模それぞれについて1981～2014年の推移をみていくと，従業者規模 4～9 人で
は2.24百万円（59.0）の増，10～29人では2.75百万円（56.0）の増で，いずれも増加額が 3 百
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図表 従業者規模別従業者人当たり給与総額
(単位100万円)
万円未満，増加率は60未満であった。一方，30～49人では3.28百万円（60.6），50～99人では
4.29百万円（75.1），100～299人では5.68百万円（78.2），300人以上では7.50百万円（69.5）
の増となり，規模が大きくなるほど増加額が多く，増加率も高くなる傾向がみられる。ちなみに，
製造業計で5.54百万円（80.0）の増であった。
最後に，300人以上の大企業との格差の状況を明らかにするために，各年の300人以上の大企業
を1.00とした指数で従業者規模別に1981～2014年の推移をみていくと，従業者規模 4～9 人では
0.35から0.33へ，10～29人では0.45から0.42へ，30～49人では0.50から0.48へと減少し，大企業と
の間の格差が拡大している。一方，50～99人では0.53から0.55へ，100～299人では0.67から0.71へ
と増加し，大企業との間の格差が縮小したのである。つまり，規模が小さいほど，大企業との格差
が拡大し，規模が大きいほど，大企業との格差が縮小していることから，中小企業間においても，
従業員規模の大小の違いによって格差が広がっていることが分かる。
以上のように中小製造業の従業者 1 人当たりの付加価値額は，従業者規模に関わらず増加傾向
にあるが，従業者規模が大きくなるほど増加額と増加率が高い。また，大企業を1.00とした指数か
ら読み取れることは，規模が小さいほど，大企業との格差が拡大し，規模が大きいほど，大企業と
の格差が縮小している。と同時に，中小企業間においても，従業員規模の違いによって格差が広が
っているのである。言い換えれば，製造業では，従業者規模が小さいほど労働生産性の向上が小さ
く，労働生産性が低い状況に留まっているがために，格差が拡大する傾向にあるといえる。
また，同様に従業者規模別に従業者 1 人当たり給与総額の1981～2014年の推移についてみてい
く（図表 13 参照）と，いずれの従業者規模の製造業も従業者 1 人当たりの給与総額は増加して
いる。具体的には，製造業計では1.71百万円（63.1），中小製造業（300人未満）では1.45百万円
（62.9），従業者規模 4～9 人では1.09百万円（61.2），10～29人では1.14百万円（51.9），30
～49人では1.29百万円（54.5），50～99人では1.42百万円（58.0），100～299人では1.58百万円
（56.8），300人以上では2.11百万円（56.7）の増であった。増加額は規模が大きくなるほど大
きくなる傾向があったが，増加率は規模によってばらつきがある。また，300人以上の大企業との
格差の状況を明らかにするために，各年の300人以上の大企業を1.00とした指数で従業者規模別に
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1981～2014年の推移をみていくと，従業者規模 4～9 人では0.48から0.49へ，10～29人では0.59か
ら0.57へ，30～49人では0.64から0.63へ，50～99人では0.66，100～299人も0.75で変わらなかっ
た。つまり，従業者規模 4～9 人のみ，指数が増えたが，その指数は最も低く，それ以外の規模で
は横ばいか減少であった。従って，製造業においては，従業者 1 人当たりの給与総額でみた場
合，大企業と中小企業の格差が縮小したとはいえないのである。
第節 中小製造業の課題解決に向けた新事業展開の状況
前節で明らかにしたように，従業者規模が小さくなるほど中小製造業の労働生産性が低くなって
いると同時に，中小製造業と大企業の格差は一向に解消されていない。このことが起因となって，
中小製造業全般の従業者 1 人当たりの給与総額も低い水準に留まっていることから，中小製造業
の労働生産性の改善を求める主張は多い(3)。
この従業者 1 人当たりの給与総額の低さが，若手人材の中小製造業に対する忌避に繋がってい
る要因の一つとなっている。それは，今日の中小製造業が抱える人材不足や後継者問題の根本的な
原因とも関連している。従って，中小製造業の労働生産性を改善し，向上させていくことが緊急に
必要とされている課題なのである。この労働生産性を高めるためには，コストダウンと付加価値向
上が必要といえるが，特に付加価値向上と売上拡大に繋がる可能性の高い新事業展開に取り組むこ
とが中小製造業に求められている。
ここでいう新事業展開とは，『中小企業白書 2013年版』によれば，「既存事業とは異なる事業
分野・業種への進出を図ること」(4) である。そこで，具体的に中小製造業における新事業展開の状
況を考察するにあたり，新事業展開は企画，設計，原材料の調達，製造，外注から物流，販売およ
びアフターサービスに至る一連のビジネス・モデルを構築する，あるいはこのビジネス・モデル上
のいかなるポジションに自社を位置づけ，自社が貢献できる事業価値を構築することと定義でき
る。言い換えれば，新たな付加価値をもたらす事業を企画，設計，構築することなのである。
しかし，実際，中小製造業のみならず中小企業全般にわたって，新事業展開を阻害する様々な経
営課題を抱えている。中小企業庁編『中小企業白書 2017年版』から，新事業展開を実施してい
ない企業の課題をみていくと（図表 14 参照），「必要な技術・ノウハウを持つ人材が不足してい
る」が最も多く43.8，次いで「販路開拓が難しい」が31.2，「新事業展開に必要なコストの負
担が大きい」が30.7，「市場ニーズの把握が不十分である」が29.5，「自社の強みを生かせる事
業の見極めが難しい」が28.8，「必要な技術・ノウハウの取得・構築が困難」が27.8であった。
なお，資金的な課題である「金融機関から融資を受けられない」と「出資者が見つからない」は，
それぞれ5.7と3.7と，課題としてあげている企業の割合は少ないが，「新事業展開に必要なコ
ストの負担が大きい」とする企業の割合が 3 割を超えていることから，中小製造業にとって資金
的な課題は決して無視できない。また，この資金的な課題とも関連していると思われる「必要な技
術・ノウハウの取得・構築が困難」と「必要な技術・ノウハウを持つ人材が不足している」といっ
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図表 新事業展開を実施していない企業の課題
た人材の不足，「販路開拓が難しい」「市場ニーズの把握が不十分である」「自社の強みを生かせる
事業の見極めが難しい」といった市場へのアプローチの不足は，中小製造業の経営規模が小さいこ
とから発生する経営資源不足に端を発する課題といえる。ところが，この経営資源不足を補い，解
消の方向に繋げていく可能性のある「新事業展開に向けた適切な相談相手が見つからない」という
回答は12.8とそれほど高くない。これは逆に言えば，中小製造業にとって，外部資源の活用，例
えば技術やノウハウを保有する同業種や異業種の企業との提携（連携）・組織化（組合事業の活用），
産学官の連携といった何らかの連携活動の必要性を示唆しているものといえる。
そこで，中小製造業に限定されてはいないが中小企業庁編『中小企業白書 2017年版』から，
中小企業が何らかの連携活動のきっかけとなったと思われる新事業展開時における相談相手につい
て明らかにし，さらに新事業展開を行った際の技術やノウハウを保有する企業との提携（連携），
共同研究開発及び産学官の連携の活用状況と成果についてみていくこととする。
第 1 に，新事業展開時における主な相談相手をみていくと（図表 15 参照），「顧客・取引先」
が84.3と最も多く，次いで「他の経営者・知人」が37.2，「業界団体・経済団体」が32.2で，
これ以外の回答は全て20未満であった。このように，新事業展開時の相談相手として，顧客・
取引先が最大のきっかけとなっている。また，他の経営者・知人といった自社と同じ立場にあり，
信頼できる仲間との相談も多い。さらに，業界団体・経済団体については，おそらく事業協同組合
や商工組合なども含まれているものと思われるが，自社と同じ業界に通じた企業や専門家などへの
相談も，少なくはない。従って，今後，中小製造業が新事業展開に取り組んでいくためには，信頼
できる仲間との連携及び自社と同じ業界に通じた企業や専門家などとの相談から開始し，その後，
新事業展開につながる連携活動に発展させていく必要があるといえる。
第 2 に，各種団体との提携（連携）・共同研究開発・技術支援（オープン・イノベーション）の
活用状況別新事業展開によって得られた効果をみていくと（図表 16 参照），まず「技術・ノウハ
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図表 新事業展開時における主な相談相手（市場ニーズの把握実績あり）（n＝801)
図表 各種団体との提携（連携）・共同研究開発・技術支援（オープンイノベーション）の活用状況別新
事業展開によって得られた効果 単位
ウを持つ企業との提携，共同研究開発」「大学・研究機関との共同研究開発」を活用している場合，
活用していない場合と比べて，得られた効果の全ての項目で効果が得られたとする割合が高い。ま
た，「産学官連携による共同研究開発」では「雇用の増加」を除く全て，「国・地方公共団体による
技術支援（公設試等）」では「売上高の増加」を除く全てで活用している場合の方が活用していな
い場合及び全体よりも，効果が得られたとする割合が高い。つまり，中小製造業にとって，技術や
ノウハウを保有する同業種や異業種の企業との提携・組織化，産学官の連携といった何らかの連携
活動を行うことによって，新事業展開による成果を得やすくなるのである。
――
第章 組合等連携組織活用の現状
第節 中小製造業による連携活動の目的
中小企業が何らかの組織に加入する目的は，企業によって異なっている。
例えば，百瀬（2008）は何らかの組織に加入する目的として，◯人脈の拡大によるヒューマン
ネットワークの確立，情報の交換と交流，◯既存の製品・技術・サービスの改良・改善，経営力の
強化，◯新たな経営課題への対応・解決，◯新製品・新技術，新サービスの開発，新販売・新受注
組織の構築，◯将来の市場・新市場の模索，中期・長期の経営戦略構築等をあげている(5)。
また，連携活動によるヒューマンネットワークの拡大や情報収集活動は，今日的な経営に資する
資源を得ることに役立つ。また，既存製品，技術，サービスの改善，経営力の強化，経営課題の解
決につながる。一方，連携活動による新製品や新技術，新サービスの開発，新販売や新受注組織の
構築は，明日の経営資源を得ることに通じる。特に，連携活動を通じた将来市場，新市場の模索，
中・長期の経営戦略の構築は，一歩先を見据えた経営資源を得ることにつながるのである(6)。
この他にも，中小企業による連携活動の目的は，中山（2017）によれば，◯必要な経営・技術
情報を獲得すること，◯販売先・仕入れの探索・確保，共同事業（共同受注や共同開発など，ライ
センシング（特許権の使用許諾）を行うこと，◯販売，資本，技術などの提携関係の構築すること，
◯信用力の向上をはかること，◯集団として政策提言を行うことなどがある(7)。
以上のように中小企業の連携活動は，中小企業に多くの経営上の効果をもたらし，今日的課題の
解決に繋がるだけではなく，将来的な企業の発展を見据えた成果をもたらすこともあるのである。
第節 中小製造業による連携活動の歴史と政策
第二次世界大戦以降，日本の中小企業は，連携活動（組織化）によるメリットの享受を目的とし
て，さまざまな事業活動を展開してきた。つまり，中小企業は，事業の存続と成長の機会を創造す
るための戦略として，外部の経営資源との間でさまざまな形態のネットワークを形成してきたので
ある。特に，中小企業の水平型ネットワークの代表として，協同組合をあげることができる(8)。
まず，1948年に商工省の外局として設置された中小企業庁によって，自由企業体制のもと，組
織化，金融，経営診断など多様な施策が実施された。同年に始まった中小企業診断制度は，中小企
業者の申し出で公的機関が経営内容を診断し，改善案を示すもので，インフォメーション・サービ
ス的な企業合理化策として発足した。また，49年に成立した「中小企業等協同組合法」に基づき，
中小企業の自主的な組織化による共同事業を実施し，競争力強化を図る新組合制度も発足した(9)。
日本では，この中小企業等協同組合法の制定後，まず事業協同組合，企業組合など 5 種類の中
小企業組合が設立され，これ以後，各種法律（中小企業団体の組織に関する法律，商店街振興組合
法等）が制定され，様々な中小企業組合が設立されるようになったのである(10)。
これらの組合を通じた中小企業の協業化が進んだ背景には，1963年に成立した中小企業基本法
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の存在があげられる。それまでの中小企業政策は，組織化，指導・診断助成などを通じての近代
化，および金融の円滑化を中心としたものであった。しかし，中小企業基本法では，共同化・集団
化などを中小企業構造の高度化と称し，この施策の必要性を唱えた(11)。
また，1967年には「中小企業団体の組織に関する法律」の改正により，企業合同に近い形態で
ある「協業組合」制度が設けられ，企業集約化をすすめる条件が準備された。また，同年に中小企
業振興事業団（現，中小企業基盤整備機構）が発足し，人材育成や情報提供といった事業を行うと
ともに，中小企業への指導と融資を担当することとなった。これに合わせて，融資の方式も変更さ
れた。具体的には，近代化資金等について，従来のように事業団が都道府県に資金を貸し付ける方
式と，広域的事業や「構造改革」を含む特定高度化事業等に対し，都道府県からの資金も得て，事
業団が直接実施する方式の二つの方式をとるようになった。高度化事業は，従来，製造業のみであ
ったが，製造業以外の商業やサービス業といった業種も対象とした。これにより，工場等集団化，
店舗等集団化，商店街近代化，小売商業店舗共同化，小売商業連鎖化，共同施設，企業合同，計算
事務共同化，工場共同化，共同公害防止，さらには織布業構造改善や事業転換，災害復旧など，そ
の時々の政策で重要視された内容を含んだ幅広い事業に低利の融資を行うようになった。こうした
政策展開は，業種内の企業の組織化と共同事業を促進する狙いがあった(12)。
こうした中小企業組合は，同業種の中小企業で組織され，原材料の共同購入などの共同事業をも
とに，事業のスケールメリットを追求して大企業との格差を是正しようとする狙いがあった。しか
し，組合という同業者組織では新事業分野を共同で開発することに限界がみられ，次第にその活動
は衰退していく。また，高度成長期には，家電・自動車産業などの大企業を軸に，社会的分業をも
とにした下請制による「系列」と呼ばれる垂直型のネットワークが形成されるようになる。ところ
が，経済のグローバル化や情報技術の進展などに伴う産業構造の変化によって，旧来の下請制は衰
退する傾向にある。このような下請制の衰退に直面し，下請企業が自立化するための事業連携のあ
り方として，次第に業種を超えた水平型ネットワークの形成が必要とされるようになった(13)。
そして，1970年代半ばまでの高度成長期に中小企業の事業活動は活発になり，中小企業の技術
力が急速に向上した。その結果，中小企業の低生産性と低賃金，さらに経営の不安定性といった中
小企業のもつ国民経済的な問題も改善がみられるようになる。大企業と中小企業との格差を指す二
重構造問題が少しずつ改善され，70年代に入ると，もはや中小企業は弱者ではないという新たな
中小企業観も現れた。そして，80年代になると70年代から進んでいた経済の成熟化と低成長の傾
向が一層強まるようになる。この動向に対応して，中小企業も下請から自立化する企業，新分野を
開拓する企業，研究開発型企業などが多様に存在するようになったのである(14)。
このような変化を背景に異業種交流グループが設立されるようになる。異業種交流グループは，
1970年に大阪で第 1 号が誕生してから全国に普及し，98～2000年にかけてピークに達し，3,000～
3,100グループ，約13万社の中小企業が参加するまでに普及している。この異業種交流グループ
は，多様な情報交流や製品開発を実施するために，機械・金属製造業，化学メーカー，商社・問
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屋，公設試験研究機関などで組織され，80年代以降，支援施策の後押しもあって増加した。特
に，異業種交流グループの結成を促した最初の施策は81年の中小企業庁による「技術交流プラザ
事業」であった(15)。
また，これと前後して，設立の主旨は異なるが，下請企業振興協会が下請企業を対象に「共同受
注グループ」の組織化を促した。このグループの中には，後に脱下請を図るための方策として異業
種交流グループへと転身するグループが現れるようになる。また，1980年代の半ばからは，商工
会議所や商工会などが中心になって異業種交流グループを組織し，加えて信用金庫などが主催する
異業種交流会が参入するといったかたちで広く普及していったのである(16)。
ところで，技術交流プラザ開催事業以前の中小企業政策では，「近代化」理念に主導されてきた
日本的「構造政策」が展開されていた。しかし，1980年代になると，先進国の政治を支配してき
た新自由主義・市場主義的な「小さな政府」「規制緩和」「民間活力と市場機構重視」といった内容
が中小企業政策にも反映され，直接的な援助はもとより「社会的調整機能」が少しずつ削減される
ようになる。これにかわって「積極的転換対策」という性格が政策の前面に出てきた。また，80
年代に盛んに唱えられた「範囲の経済」「ネットワーク産業組織」や「企業連関」の視点を応用し，
新たな形の組織・ネットワークを重視し，組織化の位置づけが変更されたのである(17)。
具体的には，異業種交流が全国的に広がる中，政策面では1985年に「中小企業技術開発促進臨
時措置法」が制定された。これにより，先端技術開発が促進され，従来の技術導入型から技術開発
型へ技術政策の転換が行われるようになる。また，88年には「異分野中小企業者の知識融合によ
る新分野開拓の促進に関する臨時措置法（融合化法）」が制定され，異業種企業の共同による技術
・製品開発による新分野開拓が進められるようになる。ちなみに，この 2 つの法律には，技術開
発促進と同時に，事業転換を進める狙いがあった。その結果，異業種交流や技術交流プラザなどを
通じて，異なる中小企業の経営資源を融合化させることで技術の向上や新製品開発などが事業化さ
れるに至ったのである(18)。
しかし，1990年代初頭，バブル経済の崩壊，中国をはじめとする東アジア諸国の急速な工業発
展を背景に，日本国内の経済は厳しい構造不況に見舞われるようになる。日本政府は，アメリカの
経済再生を果たしてきたシリコンバレーの例に倣い，技術革新の強化とそのスピードを高めるため
に，産業と大学などがネットワーク化する産学連携を推進することを政策的課題とした。中小企業
では，これまで大学との関係は縁の遠いものとされてきたが，産・学相互の接近によって，中小企
業にとっても産学連携が新しいネットワークとして台頭してきたのである(19)。
また，経済状況の変化に対応して，21世紀初頭に導入された中小企業施策は，「ものづくり基盤
技術の振興」と「新連携」であった。前者は「中小企業のものづくり基盤の高度化に関する法律」
に基づき，2006年から実施された「ものづくり基盤技術」の高度化を図る施策である。一方，後
者は，「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」で05年 4 月から施行された。新連携は，
異分野の中小企業，中堅・大企業，大学・研究機関，NPO などと有機的に連携し，それぞれの有
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図表 中小製造業企業の組合等連携組織加入状況
する「強み」を相互に持ち寄って新事業を開拓しようとするものであった(20)。
その一方で，地域資源を活用した製品とサービス開発，販路開拓支援を目的に，2007年に「中
小企業地域資源活用促進法」，08年に「農商工連携促進法」が制定された(21)。
この新連携，地域資源活用，農商工連携は，いずれも異業種の中小企業者などが互いの経営資源
を組み合わせて新事業分野の開拓を図るもので，法律のスキームも融合化法に似ている。また，支
援対象となるプロジェクトを開拓し，多様な指導を行う専門家をプロジェクトマネージャーとして
中小企業基盤整備機構に常駐させ，この他にも登録された支援アドバイザーを個別のプロジェクト
に派遣して助言・指導する事業を行っている。このように技術交流プラザ事業以降，異業種交流に
より中小企業が行う技術開発や製品開発を支援する施策は，名称を変えながらも続いている(22)。
また，2011年 3 月11日に発生した東日本大震災の復興でも，中小企業者等グループに対し，支
援が行われた。複数の中小企業者等のグループが行う「復興事業計画」に対し，「グループ補助金」
制度がつくられ，被災した中小企業の復旧に投資額の 4 分の 3 を補助している(23)。
第節 中小製造業による組合等連携組織の活用実態
様々な歴史的経緯から多種多様な組合等連携組織が日本国内に存在している。そこで，実際に中
小製造業による組合等連携組織への加入状況，共同事業の活用状況，そして今後，期待している共
同事業について，明治大学政治経済学部 森下正 中小企業論演習室が2017年11月24日～12月15
日に実施した『中小企業の経営実態に関する調査』(24) に基づいて，中小製造業による組合等連携
組織の活用実態を明らかにしていくこととする。
第 1 に，組合等連携組織への中小製造業による加入状況についてみていくと（図表 21 参照），
事業協同組合が38.9，商工組合が25.1，異業種交流等任意団体が10.9，企業組合が8.4，
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図表 中小製造業が組合等連携組織で活用している事業内容
協業組合が6.1，共済組合が4.5，信用協同組合が2.3，商店街振興組合が1.0，有限責任事
業組合も1.0，生活衛生協同組合が0.3，その他が3.5となっている。一方，いずれの組合等
連携組織に加入していない企業は11.9となっており，中小製造業の多くは何らかの組合等連携組
織に加入しており，特に事業協同組合や商工組合への加入企業が多い。
第 2 に，中小製造業が組合等連携組織で活用している共同事業の内容を，ヒト・モノ・カネ・
情報・コト・社会貢献の 6 つの観点からみていくと（図表 22 参照）と，まずヒトの観点では
「研修会・セミナーへの参加」が31.4で最も多く，次いで「人脈の拡大」28.9，「経営者の資質
向上」20.6，「従業員の教育研修」15.0となっており，人的交流や経営者や従業員の教育，研
修に関わる共同事業を主に活用していることがわかる。次に，モノの観点では，「共同施設利用」
6.3，「共同仕入・購入」5.6，「共同受注・販売」5.2と低調で，モノに関する共同事業を活
用している中小製造業は少ない。一方，カネの観点では「補助金・助成金の獲得」26.8，「共済
・保険事業」13.9となっており，補助金・助成金の獲得と一般の保険に代わる共済事業の活用が
多い。さらに，情報の観点では「組合員間の情報交換」33.8，「事業アイデアの収集」12.5，
「技術相談の実施・新技術の導入」11.8，「共同宣伝・広報」11.8で，情報の交換に加え，事業
アイデア，技術相談，新技術導入といった新しい事業に結び付けようとする共同事業の活用も多
い。そして，コトの観点では「新規販路開拓」18.1，「地域ブランドの創出」17.1，「製品・サー
ビスの向上」16.4，「製品・サービスの開発」15.7，「顧客による満足・信頼の向上」15.3と
なっており，新事業展開に関わる共同事業と顧客対応に繋がる共同事業の活用が多い。最後に，社
会貢献の観点では，「地域社会貢献」が10.5と最も多い。「共同環境対策」は3.1と少数派であ
るが，少なからず地域貢献に関する共同事業を活用する中小製造業もある。
以上のように，組合等連携組織が提供する共同事業に対し，中小製造業は，ヒト・情報・コトの
観点に関わる事業の活用に積極的であるといえる。中には，事業アイデア，技術相談，新技術導入
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図表 中小製造業が組合等連携組織に今後期待している事業内容
といった新分野事業に結び付けようとする共同事業，新規販路開拓，地域ブランドの創出，製品・
サービスの開発といった新販路展開に関わる共同事業の活用が含まれている。その一方で，モノの
観点，つまり共同施設利用，仕入・購入，受注・販売，生産，配送・保管といった中小製造業の日
常的な事業展開に関する共同事業の活用は少ない。
最後に，組合等連携組織に加入している中小製造業が組合等連携組織に対して今後期待している
事業内容について，6 つの観点からみていくと（図表 23 参照）と，まずヒトの観点では「人材の
採用・確保」32.8，「従業員の教育研修」31.0，「経営者の資質向上」30.0となっており，人
手不足と人材採用難を反映し，従業員の採用・確保，教育研修といった共同事業を期待している。
次に，モノの観点では，全ての項目で25を超えている。新事業展開に繋がる「共同受注・販
売」も25.8となっている。それ以外の項目は，いずれもスケールメリットを生かした生産性向上
の共同事業であり，これらも人手不足に対応する共同事業として期待する中小製造業が多い。
さらに，カネの観点は，「補助金・助成金の獲得」が33.4と最も多く，次いで「取引条件の向
上」の25.4は中小規模であるからこそ不利な条件にさらされている状態から，組合等連携組織を
通じたスケールメリットを生かして不利な条件の是正を図ろうとするものといえる。
また，情報の観点でも，いずれの項目で20を超えている。相変わらず情報交換への期待は大
きいが，販路開拓事業の一環となる「共同宣伝・広報」が25.1と期待をする中小製造業が多い。
同じように，コトの観点も，いずれの項目が20を超えている。特に，「新製品・サービスの開発」
が29.6，「地域ブランドの創出」が29.3，「新規販路開拓」が27.2と，ほぼ 3 社に 1 社が今後
期待する共同事業としており，自社の新事業展開に繋がる可能性の高い事業への期待が高い。
最後に，社会貢献の観点では，「地域社会貢献」30.0，「共同環境対策」23.0と，いずれも現
状を大きく上回っており，地域貢献や共同環境対策の共同事業への期待も大きい。
以上のように，中小製造業が組合等連携組織に今後期待している事業は，◯人手不足と人材採用
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難を反映した従業員の採用・確保，教育研修といった共同事業，◯スケールメリットを生かした生
産性向上に繋がる共同事業，◯同じくスケールメリットを生かして不利な取引条件の是正を図ろう
とする共同事業，そして◯自社の新事業展開に繋がる可能性の高い共同事業であるといえる。中で
も，◯自社の新事業展開に繋がる可能性の高い共同事業は，中小製造業の新事業展開を支える事業
として，組合等連携組織が取り組むべき事業であるといえる。と同時に，中小製造業は組合等連携
組織が提供する新事業展開に繋がる可能性の高い共同事業を積極的に活用していく必要があろう。
第章 経営課題の解決に資する組合等連携組織の成立要件と課題
第節 組合等連携組織の成立要件
前章までに，中小製造業は組合等連携組織を活用するにあたって，ヒト・情報・コトの観点に関
わる事業の活用に積極的であることがわかった。また，中小製造業が組合等連携組織に対して今後
期待している事業が，人手不足と人材採用難，生産性向上，不利な取引条件の是正，新事業展開と
いった中小製造業の経営課題の解決に繋がる共同事業に対する期待であった。
そこで，組合等連携組織による中小製造業の経営課題の解決方法を考えるにあたって，まず連携
組織が成立する要件について考えていくと，連携組織は◯相互に意思を伝達できる人々が存在し，
◯それらの人々は自分自身の行為と通じて組織に貢献しようとする意欲を有しており，◯自分達の
共通目的の達成を目指している時に成立するのである。これら組織が成立する 3 つの要素は，組
織に参画している人々によって，組織内の「場」で発揮されなければならない(25)。
次に，連携組織を構成する人々，つまりここでは連携組織に参画する中小製造業が組合等連携組
織を活用するにあたって必要となる要素は，各企業が有する中核能力や固有の経営資源などであ
る。また，連携組織の場合，参画企業各社が中核能力を持ち合い，さらに固有の経営資源を有して
いることが参画企業の魅力となると同時に，この魅力が参画企業相互を刺激し合うことに繋がって
いく。この中核能力や経営資源には，参画企業各社が有する経験的真理，物事の複雑性への対応
力，様々な状況や事態に対する判断力，経験則，直観や価値・信念なども含まれる(26)。
最後に，人手不足と人材採用難，生産性向上，不利な取引条件の是正，新事業展開といった具体
的な中小製造業の経営課題の解決のために，連携組織内の「場」において実現されなければならな
いことは，共同事業を通じて既存事業の改善・改革に繋がるイノベーション活動にある。ここでの
イノベーションは，規模の経済性追求型の共同事業から連結の経済性追求型の共同事業への拡大を
意味する。岡室（2001）は，組合等連携組織を通じた共同事業として，共同研究開発の実施比率
が高い企業ほど，経常利益率が高くなるという分析結果を明らかにしている(27)。
事実，中小製造業が組合等連携組織を活用することで，参画企業間での結合内容が多様化・高度
化していくことが連結の経済性追求型の共同事業への拡大につながっていく。例えば，結合内容が
多様化・高度化していくことは，規模の経済性追求型の共同事業である情報交換・交流，共同販
売，共同求人，そして機械設備等の共同購入や共同リースを通じた新たな技術導入といったものに
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留まらないのである。次第に共同受注生産，共同 OEM 生産，共同研究開発，合弁事業，さらに情
報ネットワークの共有といった多様で高度な共同事業，つまり規模の経済性追求型の共同事業へと
発展していくことで，新事業展開が可能となっていく。また，これらの複数の共同事業を同時に実
現しようとし，多くの事業目的を有する組合等連携組織も増加している(28)。
要するに，中小製造業は組合等連携組織が提供する規模の経済性追求型の共同事業を活用するこ
とで，人手不足と人材採用難，生産性向上，不利な取引条件の是正といった経営課題の解決を図っ
ていくと同時に，連結の経済性追求型の共同事業を活用することで，中小製造業の新事業展開が可
能となっていくのである。
第節 組合等連携組織の課題
組合等連携組織は，経営資源の不足しがちな中小製造業に成果をもたらす共同事業を提供する存
在であるが，組合等連携組織に参画している中小製造業が具体的な経済的成果を得られていない場
合もある。とはいえ，複数の企業が集う場には，少なくとも情報交換できるというメリットがある
ことは見逃せない。
しかし，全ての中小製造業が組合等連携組織に参画し，提供されている共同事業を活用している
わけではないことからも，組合等連携組織それ自体に様々な課題が内在しているのである。
例えば，組合等連携組織の代表格である中小企業による事業協同組合をめぐる近年の問題点とし
て，◯中小企業自体が質的に変化し，組織化の必要性がなくなったこと，◯中小企業が組織化（組
合）に期待するものが本質的に変わってきていること，◯中小企業の現代的ニーズに適合した共同
事業なり組織形態の開発が遅れている可能性，◯組合のような多種多様なメンバーを抱えた組織体
で円滑な運営などそもそも不可能ではないかということ，◯中小企業の組織化の中軸をなしている
組合制度はこのままでいいのかということ，◯中小企業施策の受け皿としての組合からの脱皮を図
るべきではないかといった指摘がある(29)。
実際，中小企業協同組合の代表格である事業協同組合の数は，1981年の46,802組合をピークに，
2017年には36,519組合にまで減少している(30)。
従って，中小製造業が組合等連携組織に参画し，提供されている共同事業を活用する場は，中小
企業協同組合だけではなく，任意グループである異業種交流グループや企業の枠を超えた産学官連
携も，組合等連携組織の選択肢としては妥当であろう。
このうち異業種交流グループは，異業種の企業が集まることによる相乗効果をねらい，技術の向
上や新製品開発が展開されてきた。しかし，新製品開発は単純に行えるものではなく，全ての参加
メンバー企業が保有する技術・事業が関与できるテーマの選択が難しいことや新製品開発に成功し
ても，その新製品が必ずしも事業化できるわけではないといった課題もある。また，異業種といい
ながらも，産業中分類以下の分類では異業種ではあるが，大分類上では製造業であるという企業が
中心的なメンバーになりやすく，異業種間のメリットの共創にはつながりにくい場合もある。
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次に，産学官連携は，中小企業にとって保有することが難しい先進的な研究施設や知識を活用で
き，新製品開発で高い成果を出しうる可能性を持つ取組である。しかし，大学教員の「研究」とい
う発想に対し，企業経営者では「製品づくりと利益」という異なる発想を持っていることから，製
品開発プロセスにおいて互いの意識の違いから，思うような開発ができないという課題もある。
第章 組合等連携組織を活用した生産性向上に資する新事業展開事例の考察
前章でみたように，多様な課題を組合等連携組織は抱えているが，連携活動によって生産性向上
に資する新事業展開に成功した事例も存在する。
例えば，静岡県静岡市にある協同組合 A は，ある自動車部品メーカーを主要取引先とする中小
製造業と中小卸売業の組合員によって1980年に設立された事業協同組合である。組合設立のきっ
かけは，中小企業が単独では，規模が小さいために物量が足りず，取引先への納品が個別保管・配
送となってしまい，配送回数も減らすことができなかったため，物流コストの上昇要因となってい
た。そこで，複数の中小企業が組織化することで，共同保管・物流加工・配送を可能とする共同物
流センター事業を新たに立ち上げることとなった。具体的には，組合員74名によって事業協同組
合を設立し，高度化資金を活用して共同物流センターを立ち上げ，物流センターにて組合員が統一
規格の通い箱や物流機器を活用することで，省力化と自動化を図った。さらに，組合員は共同で情
報システムを活用することで，組合員の生産・出荷量の平準化，出入荷作業の迅速化と生産性の向
上を図っている。この結果，配送費は30削減，車両台数は70削減，保管在庫は30も低減
し，生産性の向上に寄与している。また，車両台数の削減は，環境対策にも繋がっている(31)。
次に，新潟県燕市の任意グループ B は，市内に多数集積する金属研磨業を営む中小零細企業に
よって設立された共同受注グループである。従来，金属研磨業は，域内の分業構造の中で完成品の
品質を決める最終工程を担ってきた。また，市内の金属研磨業が有する加工技術は高く，製品の品
質も他の地域の業者に真似のできないレベルにあった。しかし，元請製造業者や元請卸売業者から
の注文に応える受注生産だけでは，製品を利用する本当の最終顧客への対応ができなかった。と同
時に，域内で従来生産されていた製品の海外生産が進展し，かつ国内に残った仕事も価格競争に追
い込まれていた。そのため，仕事量の減少とともに，売上と付加価値が縮小し，その結果，研磨業
者の減少にも繋がっていた。とはいえ，最終顧客への営業が出来るだけの企業の経営資源が無く，
1 社単独では新たな流通チャネルの開拓と獲得は困難な状況にあった。そこで，このグループの事
務局を務めている地元の商工会議所が受注・問い合わせ窓口の機能を担うことで，最終顧客からの
受注を一本化した。つまり，同グループに所属する複数の幹事企業へ最終顧客からの注文を割振る
体制，いわゆる共同受注体制を新たに構築した。併せて同グループでは，共同受注マニュアルと技
術標準マニュアルを策定することで，同グループに参画している企業の加工技術の標準化による品
質の保証を実現した。こうした一連の取組によって，域外の大手企業からのノベルティーカップ，
マグネシウム製ノートパソコンの筐体，航空機の主翼部品の研磨といった付加価値の高い新たな受
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注を獲得できるようになった。また，このことが引き金となって，同グループ・オリジナル製品の
製造と販売にも繋がった。現在，同グループに所属する企業の多くは，売上と付加価値及び知名度
が向上した結果，後継者の確保や従業員の採用による技術継承にも成功している(32)。
最後に，静岡県浜松市にある C 社は，地元の医大とその附属病院との産学連携を通じて，これ
までに扱ったことのない医療分野の製品の製造・販売を実現した。同社は元来，プリント基板加
工，ガラス材加工装置の製造を手がけていた。しかし，当社が製造するプリント基板やガラス材加
工装置は，弱電業界向けの製品が中心であった。弱電業界は製品のコモディティ化による価格競争
が激しく，かつ技術革新のスピードが速い。その結果，製品のライフサイクルが速いため，常に変
化対応が求められ，経営が不安定になることも多く，新しい分野への進出を狙っていた。そこで，
JST 地域産学官共同研究拠点整備事業による「はままつ次世代光・健康医療産業創出拠点」が
2012年度からスタートさせた地元中小企業の医工連携のための「医工連携スタートアップ支援事
業」の公募に同社は14年度に応募し，採択されたのである。これにより，大学附属病院の臨床現
場のニーズに基づく，新たな医療機器の共同研究開発をスタートさせた。翌15年度にも，静岡県
産業振興財団の産学官連携研究開発助成事業にも採択され，産学官の連携による共同研究開発の資
金的な支援を受けながら，医療用のマウスピース（手術時に全身麻酔を受けた患者が口から肺へと
入れられた気管チューブを誤って噛み，窒息しないように気管チューブを保護するための器具）の
実用化に目処がたった。この製品は従来品とは異なり，マウスピースが硬すぎると患者が力を入れ
たときに歯を痛めてしまい，柔らかすぎると保護したい器官チューブが潰れてしまうという問題を
解決したものとなった。16年には医療機器製造販売届も済ませ，C 社が製造を担い，医療機器の
販売業の D 社が流通体制を担う連携構築に至った。この製品は，企業にニーズを提供した医療現
場にとっては，医療事故防止につながる。一方，使い捨てで使用するため，ニーズを製品開発と量
産化に繋げた C 社にとっては新たな事業となった。今後，C 社は生産を拡大していく予定であ
る(33)。
以上のように，3 つの事例に共通することは，中小製造業が抱える経営課題，つまりコストの増
加，受注と利益の縮小，新たな販路開拓が不可能，価格競争と経営不安定といった経営課題からの
脱却のために，1 社単独ではなく，同業種・異業種の組織化（協同組合による共同事業の活用）や
産学官の連携による共同研究開発と異業種連携を通じて新事業を展開したということである。
つまり，協同組合 A は，生産性向上のためには物流コストの大幅削減が急務であった組合員74
名による事業協同組合の事業である共同物流センター事業が，組合員にとって新しい物流事業の展
開を可能とし，その結果，大幅な生産性向上に繋がっている。任意グループ B は，メンバーが有
する高い加工技術が生かせず，仕事量の減少とともに，売上と付加価値の縮小，しかも同業者の減
少という危機的な状況にあった中で，地元会議所の協力を得ながら，共同受注事業を新規にスター
トさせた。このことにより，大手企業をはじめとする最終顧客への販路の開拓に成功するととも
に，自分たちのオリジナル製品の製造，販売をも実現した。そのおかげで，売上と付加価値の増加
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による生産性向上と知名度が向上した結果，後継者の確保や従業員の採用による技術継承にも成功
している。最後に，C 社は経営安定化のために，新たな事業の柱を構築することを目指して，地元
支援機関の産学官連携事業に応募し，この事業に採択されたことが医療機関との連携に繋がり，共
同研究開発による新製品の開発と実用化を成功させることに至った。また，この実用化された新し
い医療器具の販売を担う D 社との連携は，新しい流通チャネルの構築にも繋がった。いずれの事
例も，1 社単独では実現困難であった新事業展開であり，組合等連携組織を活用したことで，新事
業展開が可能となり，中小製造業が抱えている経営課題の解決に成功できたのである。
第章 新事業展開の促進に資する組合等連携組織を活用した中小企業支援策の展開
第 3 章第 2 節で触れたように，組合等連携組織は，経営資源の不足しがちな中小製造業に成果
をもたらす共同事業を提供する存在であるが，組合等連携組織に参画している中小製造業が具体的
な経済的成果を得られていない場合もある。組合等連携組織が参画している中小企業に提供する共
同経済事業には課題やデメリットも存在する。しかし，経営資源が大企業よりも不足する中小製造
業 1 社だけで経営課題を解決する新事業展開を実現することは，困難な場合も多い。従って，中
小製造業は，組合等連携組織が提供する共同事業を活用するメリットは大いにあるといえる。
そこで，中小製造業が経営課題解決のために新事業展開を行う際に，組合等連携組織を活用し，
何らかの共同事業を展開させることを促す中小企業支援策の展開が必要であろう。
まず，中小企業による組合等連携組織の活用が進まない現状に対応した政策の展開が必要であ
る。例えば，組合等連携組織を通じた中小製造業が組合等連携組織に今後期待している事業は，◯
人手不足と人材採用難を反映した従業員の採用・確保，教育研修といった共同事業，◯スケールメ
リットを生かした生産性向上に繋がる共同事業，◯同じくスケールメリットを生かして不利な取引
条件の是正を図ろうとする共同事業といったものである。また，これら事業のメリットについて中
小製造業による理解の促進を図っていくことも重要である。というのも，第 2 章第 3 節で指摘し
たように，新事業展開以外の共同事業についても，組合等連携組織の活用を望む中小製造業は少な
くはないからである。
次に，組合等連携組織を軸とした中小企業支援策を検討するにあたっては，複数の多様な企業同
士が連携を通じて企業（組合員）内部と外部（他社あるいは組合員外）のアイデアを融合させて，
新たな価値を創造する方法論であるオープン・イノベーション理論の基本的な考え方が連携組織づ
くりの軸となる。つまり，このオープン・イノベーション理論によれば，単独の中小製造業が新事
業展開を行うよりも，企業内部に有する経営資源と外部が持つ経営資源の双方を用い，新事業展開
を図ることで利益が向上するとされている。また，企業間での相乗効果によって円滑な新事業展開
を行えば，新事業が継続する可能性も高くなっていくという発想である(34)。
最後に，組合等連携組織を通じた共同事業を展開していくために中小企業支援策は，中小製造業
が抱えている経営課題に対応した支援メニューの提供が必要不可欠となろう。前章であげた事例に
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よれば，協同組合 A は生産性向上のための物流コストの削減，任意グループ B は仕事量の減少と
ともに，売上と付加価値の縮小，同業者の減少という危機的状況からの脱却，C 社の産学官（医工）
連携は経営安定化のための新たな事業分野の構築といった経営課題の解決であった。同じ新事業展
開といっても，単純に新製品・新サービスの開発だけが新事業展開ではないのである。つまり，協
同組合 A であれば新しい物流事業の創造，任意グループ B は集団による共同受注体制の構築，C
社は医療機関との連携による共同研究開発とその成果の実用化及び D 社との連携による新しい流
通チャネルの確保という結果になったのである。
以上のことから，新事業展開に成功した組合等連携組織事例を参考にし，中小製造業の生産性向
上を実現するために，新事業展開促進に資する機能と共同事業の提供が組合等連携組織によって可
能となるよう促す中小企業支援策が求められるといえよう。
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